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研究成果の概要（和文）：各種団体との面接調査で、バイリンガル教育、保健衛生方面での青少

年教育プログラムなどに女性たちコミュニティ活動リーダーらが活躍している実態が判明した。

行政側は、地元で増加するヒスパニック人口に対応する必要性に迫られ、コミュニティ活動の

経験豊かなプエルトリコ人を採用する経緯などが明らかになった。特に、プエルトリコがアメ

リカ領土として教育環境整備が歴史的に進行し、プエルトリコ人女性には教育水準が高い人が

多く、それらの女性が教育や政治的経歴を買われて行政アドバイザーなどに任用されるケース

が目立つ。 

 
研究成果の概要（英文）： Puerto Ricans are the second largest Hispanic group in the U.S. 

possessing U.S. citizens by birth. Its unique position makes Puerto Ricans taking important role in 

the Laicization of U.S. society. The local governments that have Puerto Rican communities, try to 

employ Puerto Rican women as the decisive factor to response increasing Latino people in the field 

of social service like as bilingual education, health care. 
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１．研究開始当初の背景 

  １８９８年以来現在に至るまでプエルト
リコが米国領土であるという状況は基本的
に変わっていない。その中でプエルトリコは、
１９５０年代以降、米国資本招 致による一
定の経済成長を達成したが、米国連邦諸州と
の経済格差は縮まっていない。この間、多く
の島民が米国本土へ移り住み、その数は今や
島人口に匹敵し ているが、その多くは、貧
困、失業、義務教育からのドロップアウトな

ど、困難な生活を強いられている。それに加
え、いずれの社会においても女性たちは、一 

人で家計を支え子供の教育の責任を負い、Ｄ
Ｖの被害者となる確率が高いなど、さらに厳
しい条件を課せられている。 

 しかし、このような事実からプエルトリコ
人女性を「周辺化された存在」としてのみ捉
えるならば、それは彼女らを植民地的状況の
受動的な被害者としてしか見ず、彼女らの主
体性を無視することになるのであり、またそ
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れは現実の彼女らの姿とも異なっているよ
うに思われる。 

 

  本研究者はこれまでプエルトリコ女性と
ナショナリズムの関係について研究を行な
ってきたが、その過程で、米国議会でのロビ
ー活動、米国女性団体との連携、米国本土で
の政治的影響力の島での運動への利用など、
プエルトリコ女性運動の活動家たちによる
米国と島の関係を逆手に取ったとも言える
行動事例を多く目にしてきた。現存する制度
のなかで可能な条件を最大限に利用すると
いう現実的選択は、植民地的状況を逆に能動
的に利用して自らの立場をより有利なもの
へ変えようとする取り組みとして評価可能
である。またそれは、独立＝非独立、反米＝
親米といった旧来の対立軸に基づく政治対
立の構図にパラダイム転換を迫るものとも
なっている。 

 このような取り組みの一つの結果として、
米国やプエルトリコの行政機構の中で、女性
に直接関わる政策立案や施策実行に一定の
権限を有するポストにプエルトリコ人女性
が任用される事例が広がりを見せつつある。
一つの代表例は、１９９０年に米国公衆衛生
局長官に任命された Antonia Novello である
が、本研究者によるプエルトリコ人コミュニ
ティ活動に関する調査の中でも、プエルトリ
コ系住民の比率が高いフロリダ州オーラン
ド郡知事補佐官やマサチューセッツ州ホリ
オーク市長補佐官など、地方行政機構の要職
にプエルトリコ人女性が任用されている例
は少なくない。 

 また最近では、同様に、合衆国上訴裁判所
判事でオバマ大統領によって、ソニア・ソト
マジョールが最高裁判事に推薦された。ヒス
パニック女性として初の最高裁判所判事と
なる。このケースも、急増するヒスパニック
対策として任用されたケースと言える。オバ
マ大統領は大統領選挙戦においてもスペイ
ン語で歌を歌うなどして、ヒスパニック住民
へアピールをしていたが、大統領に就任後も、
ヒスパニック住民に対する対応策を常に考
慮せざるを得ない状況にあると言えよう。ソ
ニア・ソトマジョールは、ニューヨーク市ブ
ロンクスの貧しいプエルトリコ人の家庭で
育ち、その後奨学金を受けて大学に進学し、
法曹界でその卓越した能力を認められるよ
うになった。低所得者の住むところというイ
メージが強いブロンクス出身で、「ヌーヨリ
カン」（Nuyorican ニューヨークのプエルト
リコ人、もとはプエルトリコの人々による蔑
称）で、そして女性で、といった社会的弱者
となりかねない条件を備えた一人のプエル
トリコ人が、司法府の最上層への階段を上り
詰めた。今もニューヨークの八〇万人のプエ
ルトリコ人には貧しい生活を送っている

人々が少なくないが、歴史の長いこのコミュ
ニティーから、合衆国のさまざまのレベルで
リーダーシップを取る人材を生み出してき
ていると同時に、現況では、アメリカ全体で
無視できない勢力となってきていることは
事実である。 

 勿論これによってプエルトリコ人女性の
置かれてきた状況が直ちに好転するという
ものではない。また、行政ポストへの任用が
プエルトリコ系住民をはじめとするヒスパ
ニック系有権者の支持を得ることを目的と
して、単に植民地的状況の現状維持に利用さ
れる結果になっている可能性も否めない。し
かしながらプエルトリコが米国の諸制度の
中に植民地として組み込まれた結果として、
プエルトリコ人女性が新たな教育機会を獲
得し、運動を展開するスペースを獲得してき
たことは 事実である。上記のようなプエル
トリコ人女性の行政ポストへの任用の拡大
はそのような背景を前提としている。また、
そのような任用が例え選挙目当ての政治 的
判断の産物であったとしても、結果的にプエ
ルトリコ人女性の置かれている状況が実質
的に改善される効果がもらたらされる可能
性は高い。実態はどうなのか。本研究はその
解明を目指した。 

 

 

２．研究の目的 

 プエルトリコの島の女性に関する研究は、
１９８０年代以降数多く出版されてきた。一
方、米国本土のプエルトリコ人女性に関して
は、米国唯一のプエルトリコ研究センターを
持つニューヨーク市立大学ハンターカレッ
ジが１９８０年代以降、ニューヨークを中心
としたコミュニティ女性たちに関する調査
研究を実施している。また活動家自身による
記録やそのほかの研究者による独自のコミ
ュニティ活動の研究成果も公にされるよう
になってきている。しかし、いずれも研究対
象が特定の地域に限定され、またコミュニテ
ィ活動に焦点が当てられており、行政機関の
中で活動するプエルトリコ人女性を取り上
げた研究は皆無と言ってよい状況である。 

 上述の目的を達成するために、以下の具体
的な研究課題を設定し、研究を進めた。 

(1) 米国およびプエルトリコにおけるさまざ
まな地域、さまざまなレベルでプエルトリコ
人女性の行政ポストへの任用はどの程度進
んでいるか。 

(2) 行政側がプエルトリコ人女性を一定の権
限を有するポストに任用するにいたった直
接・間接的な理由は何か。特に、ジェンダー
をめぐる政治がそこにはどのように作用し
ていると言えるか。 

(3) 米国社会において居住環境、教育、医療・
保健、福祉の分野でプエルトリコ系住民、特



に女性を取り巻く状況に、上記１はどのよう
な変化をもたらしているか。プエルトリコ社
会ではどうか。 

(4) 植民地的状況とジェンダーとの関係とい
う視点から見た場合、上記の１〜３について
どのような特徴や変化を見いだすことがで
きるか。 

(5) 上記１〜４から得られた知見は、植民地
的状況とジェンダーをめぐる理解の深化に
向けてどのような貢献をし得ると言えるか。 

 

 

３．研究の方法 

 本研究は、米国およびプエルトリコにおい
てマイノリティの立場にあるプエルトリコ
人女性たちがそれぞれの社会において一定
の治の中でどう位置づけられるか分析する
ことを通じて、米国とプエルトリコの間、そ
してそれぞれの社会の中に存在する植民地
的状況とジェンダーの関係が、現在どのよう
な状態にあるかを明らかにすることを各種
図書館、研究所が実施しているオーラルヒス
トリーの資料を収集、解析し、かつ、現在、
各種行政機関で採用されているプエルトリ
コ人女性たちへのインタビュー調査を通し
て実態を把握した。 

 

 
４．研究成果 
 本研究者が実施してきたこれまでの研究

で は 、” colonialized ” あ る い は ”

marginalized”であるプエルトリコ人女性た

ちが、自らの立場を前提にし、その状況を逆

手にとって能動的に状況を変革しようとし

ている点を明らかにしてきた。 

 例えば、ボストンの低所得者向け住宅地区

ビージャ・ビクトリアの運営委員会の大半が

プエルトリコ人女性であり、女性たちが中心

となって土地高騰からくる立ち退きの問題

に取り組んできた。居住者組織を作り、ボス

トン市の補助を受けながら住民自らが居住

コミュニティの運営を行っている。その過程

には、アメリカ市民としての強い権利意識が

見いだされた。また、コミュニティ内に急増

している中国人住民との連携を模索する彼

女たちの取り組みなど興味深いものがあっ

た。 

 また、ヒスパニック人口割合が３０％を超

えるボストン北西部のローレンスにおいて

は、プエルトリコ人女性が市から委託を受け

運営している移民相談所で、種々のヒスパニ

ック系移民の問題解決に当たっていた。プエ

ルトリコ人コミュニティ向けから始まった

各種サービスがヒスパニック全体へのサー

ビスへと広がっている例として参考になる。 

 プエルトリコ人社会では女性世帯割合が

高く、女性たちがコミュニティのなかで貧困、

教育などの問題に対処せざるを得ない。当然

ながら、他のマイノリティ集団とも共通する

これらの問題をめぐり、種々の対立を経験し

ながらも共闘し、ヒスパニック集団、あるい

はマイノリティ集団として、地元行政ととも

に問題解決に当たっていた。 

 教育委員会など地域の教育行政の職に就

任するプエルトリコ人女性たちも、ヒスパニ

ック児童の教育問題の要として任用される

ケースが顕著であった。 

 バイリンガル教育を中心としたマイノリ

ティ教育への取り組みに関わったプエルト

リコ人女性たちの姿には、現実問題を解決す

るために、自らの歴史的遺産や文化を生かし

て積極的にアメリカ社会に向き合う姿勢が

浮かび上がってくる。植民地的状況から生ま

れた英語とスペイン語という二つの言語と

向かい合ってきた歴史、マイノリティとして

の周辺化された存在からくる差別への取り

組み、それらが逆に、アメリカ社会の質的変

化に多大な影響を与えてきたことは明らか

であった。 

 ニューヨーク市が組織的にスペイン語話

者を教師やカウンセラーとして教育システ

ムのなかに組み込む以前にも、1940 年代の

終わり頃に、ニューヨーク市ブロンクス学区

25 で小学校でのスペイン語話者の増加に対

応してアナ・ペニャランダ・マルシアル（Ana 

Peñaranda Marcial）というプエルトリコ人

女 性 教 師 が 代 用 補 助 教 員 (Substitute 

Auxiliary Teacher)として雇用されている。

それ以前には、中学校で多少のスペイン語教

師がいただけであった。プエルトリコで教師

資格を取得していたプエルトリコ人たちは、

スペイン語訙りを理由に、ニューヨーク市の

準備した英語教師資格テストを合格する者

が稀であったためである。しかし、その試験

に合格しなかったプエルトリコ人たちの多

くが、スペイン語話者コミュニティのバイリ

ンガルのソーシャルワーカーとして働いた

り、独自のコミュニティ教育団体を立ち上げ

るなどして目覚ましいコミュニティ活動を

その後展開していった。 

  ニューヨークで最初のスペイン語話者代

用補助教員のアナ・ペニャランダ・マルシア

ルは、プエルトリコで教員養成コースを受講

し、既にプエルトリコで２０年以上英語教師

として働いてきた女性であった。アメリカ政

府は、プエルトリコを統治し始めると即座に、

島での教育の普及をはかり、1900 年以降、

プエルトリコ全島に学校を作り、同時に必要



な教師を補充するために、教員養成コースを

創設した。その教員養成コースの受講生の大

半は女性であった。アナ・ペニャランダ・マ

ルシアルもその一人であった。彼女に続き、

ニューヨーク市は代用補助教員としてスペ

イン語話者の教員を次々と採用していくこ

とになるが、その応募者の多くがプエルトリ

コで教師資格を取得したプエルトリコ人女

性であったのは、そのような理由による。雇

用されたスペイン語話者代用補助教員は

1949 年の 10 名の採用に始まり、1960 年の

時点で 100 名に増員され、1970 年には 234

名を数えるまでに至った。 

 1950 年代、ニューヨークで最初のスペイ

ン語話者代用補助教員として採用されたア

ナ・ペニャランダ・マルシアルは、保護者や

生徒たちの信頼を受け、ニューヨークの地で

プエルトリコ人たちがスペイン語のサポー

トを受けながら教育を受けられる環境の整

備に奔走した。続く 60 年代、公民権運動の

さなか、エベリーナ・ロペス・アントネッテ

ィやアントニア・パントーハといった女性た

ちはプエルトリコ人のコミュニティ活動の

発展とバイリンガル教育の普及に多大な貢

献をした。1947 年にカリフォルニアにおい

て、教育における人種隔離政策を覆す闘いに

参加したフェリシータの存在もアメリカの

歴史にとって重要な存在であるし、フロリダ

でのバイリンガル教育を成功させたパウリ

ン・ロハスらのバイリンガル教授法への取り

組みも当時としては画期的なものであった。

教育の場に教師として参入したプエルトリ

コ人女性たちの活躍は、アメリカ社会におけ

る教育の発展においても大きな存在と言え

る。 

 

 また、昨今の状況については、各種団体と

の面接調査を実施、、保健衛生方面での青少

年教育プログラムなどに女性たちコミュニ

ティ活動リーダーらが活躍している実態が

判明した。行政側は、増加するヒスパニック

人口に対応する必要性に迫られ、コミュニテ

ィ活動の経験豊かなプエルトリコ人を採用

する必要が生じていると言える。特にプエル

トリコ人女性には教育水準が高い人も多く、

それらの女性が教育や政治的経歴を買われ

て行政アドバイザーなどに任用されるケー

スが目立つ。 

 

 プエルトリコ人女性に焦点を絞った国内

における研究は本研究者が実施している研

究のほかには目立った研究は存在しない。プ

エルトリコにおいては、プエルトリコ大学を

始めとした女性研究者らが中心になり研究

が進められているが、領域が島の女性に関す

るものに限られている。また、アメリカ本土

におけるプエルトリコ人女性に関する研究

は今世紀に入りいくつか発表されるように

なってきたが、地域が限定されたもの、アイ

デンティティやリプロダクティブ・ライツ問

題などに焦点が当てられており、本研究者が

実施している島とアメリカ本土全体を通し

たプエルトリコ人女性全体を対象とし、その

特徴や意義を解明しようとする研究はなさ

れていず、本研究はプエルトリコ人女性の全

体像を明らかにした点において、プエルトリ

コ研究に深く貢献した。 
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